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第１ 審査会の結論第１ 審査会の結論第１ 審査会の結論第１ 審査会の結論

徳島県知事の決定は，妥当である。

第２ 諮問事案の概要第２ 諮問事案の概要第２ 諮問事案の概要第２ 諮問事案の概要

１ 公文書公開請求１ 公文書公開請求１ 公文書公開請求１ 公文書公開請求

平成２０年７月１０日，異議申立人は，徳島県情報公開条例（平成１３年徳島県条

例第１号。以下「条例」という ）第６条第１項の規定に基づき，徳島県知事（以下。

「実施機関」という ）に対し，。

「別紙審査基準の設定見直しに係る協議，報告，復命書文書

上記件について，局長に報告したむねのわかる文書」

の公文書公開請求（以下「本件請求」という ）を行った。。

なお，異議申立人が本件請求書に添付した「別紙審査基準」とは，港湾法（昭和２

５年法律第２１８号）第３７条第１項の規定に基づき，平成１２年８月１日付けで施

行されている「港湾区域及び港湾隣接地域内の工事等の許可審査基準 （以下「本件」

審査基準」という ）である。。

２ 実施機関の決定２ 実施機関の決定２ 実施機関の決定２ 実施機関の決定

平成２０年７月２４日，実施機関は，本件請求に係る公文書が不存在であることを

理由に，公文書公開請求拒否決定処分(以下「本件処分」という ）を行い，異議申立。

人に通知した。

３ 異議申立て３ 異議申立て３ 異議申立て３ 異議申立て

平成２０年８月１日，異議申立人は，本件処分を不服として，行政不服審査法（昭

和３７年法律第１６０号）第６条の規定に基づき，実施機関に対して異議申立てを行

った。

４ 諮問４ 諮問４ 諮問４ 諮問

平成２０年８月２８日，実施機関は，徳島県情報公開審査会（以下「当審査会」と

。） ， （ 「 」 。） 。いう に対して 当該異議申立てにつき諮問 以下 本件事案 という を行った

第３ 異議申立人の主張要旨第３ 異議申立人の主張要旨第３ 異議申立人の主張要旨第３ 異議申立人の主張要旨

１ 異議申立ての趣旨１ 異議申立ての趣旨１ 異議申立ての趣旨１ 異議申立ての趣旨

異議申立ての趣旨は，本件処分を取り消すとの決定を求める，というものである。

２ 異議申立ての理由２ 異議申立ての理由２ 異議申立ての理由２ 異議申立ての理由

異議申立人から提出された異議申立書及び意見書並びに当審査会での口頭意見陳述

における異議申立人の主張を要約すると，異議申立ての理由は，概ね次のとおりであ



る。

(1) 実施機関が，本件審査基準の設定において，新しく「⑧水域及び公共空地の占用

， 」（ 「 」 。）については 原則として公共性が確保できていること 以下 追加項目 という

を加えるにあたり，目的や理由を審議した協議記録が無いはずがない。

また，本件審査基準を県民に知らせる前に，知事や局長に承認を受けた経過事実

が無いはずがない。

(2) 本件審査基準について説明を求めても，実施機関からは未だ説明がない。なぜ，

本件審査基準を解りやすく，具体的に説明しないのか。

(3) 新しい基準は，港湾を利用する者に大きな制限を課すものである。誰かが作為的

に追加項目を書き足したとしか思えないので，その事実を知りたい。

第４ 実施機関の説明要旨第４ 実施機関の説明要旨第４ 実施機関の説明要旨第４ 実施機関の説明要旨

実施機関から提出された理由説明書及び当審査会での口頭理由説明における実施機

関の説明を要約すると，本件処分の理由については次のとおりである。

(1) 本件審査基準は，行政手続法（平成５年法律第８８号）の施行に併せて平成６年

１０月１日に設定されたものである。その後全庁的な許認可等に係る審査基準等の

見直しに合わせて，平成１２年７月２８日に改正案が決裁され，同年８月１日より

施行されたものである。

(2) 本件請求で異議申立人が求めている公文書の対象となる協議，報告，復命等につ

いては，すべて口頭でなされていることから，記録は作成されていない。

なお，異議申立人が求めている公文書が仮に作成されていたとしても，徳島県公

文書管理規則による保存期間は５年であることから，同規則第９条によりその保存

期間が満了した時で破棄されており，異議申立人が本件請求を行った平成２０年７

月１０日時点において公文書が存在しないのは当然のことである。

(3) そもそも公有水面は，誰もが自由に使える場所であるため，特定の者が当該海域

を排他的に使用するには一定の公共性が必要となる。

追加項目は，事業の公共性を許可条件とする内容である。確かに，それ以前の審

査基準には，文言としては記載されていなかったが，それは当然の条件として求め

ていたのである。当時の実際の運用においても，許可判断に際して，公共性の有無

を審議されていたのが実態であり，当然に付されるべき条件を付したものである。

第５ 審査会の判断第５ 審査会の判断第５ 審査会の判断第５ 審査会の判断

当審査会は，本件事案について審査した結果，次のとおり判断する。



１ 本件処分の妥当性について１ 本件処分の妥当性について１ 本件処分の妥当性について１ 本件処分の妥当性について

(1) 実施機関における公文書の作成については，徳島県公文書管理規則第５条におい

て 「原則として，意思決定に当たっては文書を作成して行わなければならない 」， 。

。 ， ，「 ，と定められている さらに 徳島県文書規程第８条では 文書による意思決定は

立案によって行うものとする 」とされ，同規程第９条では 「立案は，立案用紙に。 ，

よってしなければならない 」と定められている。。

また，復命書の作成については，徳島県職員服務規程第１０条第３項において，

職員が出張から帰任したときは，上司の承認を得たときを除き，復命書を作成し提

出しなければならない旨が定められている。

しかしながら，通常，協議文書及び報告文書は，協議内容の記録，又は当該協議

内容の報告等を行うために作成されるものであると考えられ，当該協議文書及び報

告文書自体は意思決定そのものではないと考えられる。よって，一般的に，協議文

， 。書及び報告文書については 文書作成義務までは課されていないものと考えられる

なお，本件審査基準の設定に係る意思決定は，別途「立案」により文書化されてい

る。

また，本件審査基準の設定に係る協議について，本庁舎内においてなされている

場合，出張中の用務にあたらず，上記服務規程による復命書の作成の必要性はない

ものである。

したがって，実施機関において，本件請求に係る協議・報告・復命の文書を作成

していなかったとしても，格別不合理な点があるとまでは認められないと考えられ

る。

(2) また，実施機関の説明では，公有水面を排他的に使用するには一定の公共性が必

要であるとの考えのもと，港湾区域の占用許可を与える際には，本件審査基準が設

定される以前においても，事業の公共性の有無について審議していたとのことであ

る。

そうすると，追加項目は，従前からの審査基準を補完したものとも考えられ，本

件審査基準の設定にかかる協議において文書を作成しなかったとする実施機関の説

明に，格別不自然な点があるとまではいえないものと考える。

なお，当審査会としては，実施機関における方針決定に至る検討経過のうち，実

施機関において重要なものと判断されるものについては，基本的にはその都度文書

化するように努めるべきであると考える。

(3) 以上のことにより，本件審査基準の設定に係る協議等の文書が作成されていない

以上，対象公文書が不存在であることを理由とする本件処分は，妥当であると認め

ざるを得ない。

２ 異議申立人のその他の主張について２ 異議申立人のその他の主張について２ 異議申立人のその他の主張について２ 異議申立人のその他の主張について

異議申立人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の判断を左右するもので



はない。

３ 結論３ 結論３ 結論３ 結論

当審査会は，本件事案を厳正かつ客観的に検討した結果，冒頭の「第１ 審査会の

結論」のとおり判断する。

第６ 付言第６ 付言第６ 付言第６ 付言

本件処分の内容等から見て，実施機関からの理由説明書の提出に約９か月もの長期

間を要したことについては正当化できるものではなく，不誠実と言わざるを得ない。

実施機関におかれては，今後，公開等決定に対する不服申立てについて，迅速かつ的

確に対応することを強く望む。

第７ 審査会の処理経過第７ 審査会の処理経過第７ 審査会の処理経過第７ 審査会の処理経過

本件事案に係る当審査会の処理経過は，次のとおりである。

年 月 日 内 容

平成２０年 ８月２８日 諮問

平成２１年 ５月２２日 実施機関からの理由説明書を受理

６月１９日 異議申立人からの意見書を受理

７月２４日 審議（第６８回審査会）

８月１８日 異議申立人からの追加意見書を受理

８月２５日 異議申立人からの口頭意見陳述，審議

（第６９回審査会）

９月１７日 実施機関からの口頭理由説明，審議

（第７０回審査会）

１０月１６日 審議（第７１回審査会）


